
新規・ 拡充 事業評価票

①事 業 名 【２５】専門高校等における「日本版デュアルシステム」推進事業

②主管課及び関 （主管課）初等中等教育局参事官（参事官：嶋貫 和男）
（ ）係課 課長名

③施策目標及び 施策目標２－２ 豊かな心の育成
達成目標 １－４ 自立し挑戦する若者の育成

達成目標２－２－５
１－４－２ 専門高校等において地域社会との連携の強化等により、将来

、 。の専門的職業人の育成を促進し 専門高校等の活性化を図る

④事業の概要 本事業は、若者の高い失業率やニート・フリーター問題が深刻となっており実践技術
力の習得を通じた、勤労観・職業観を育成することを目的として、学校教育の段階から
の実践的な職業教育の充実を図る観点から、企業実習と教育を組み合わせた人材育成シ
ステムである「日本版デュアルシステム」について、その効果的な導入手法などを探る
ためのモデル事業を専門高校等において実施するものである。平成１９年度は 「若者、
の自立・挑戦のためのアクションプラン（改定版 「再チャレンジ可能な仕組みの構）」、
築（中間まとめ 」や「基本方針２００６」の再チャレンジ支援の方針等を踏まえ、専）
門高校のみならず、普通科や総合学科を対象として実施。

⑤予算額及び 平成１９年度概算要求額：１３６百万円（平成１８年度予算額：８１百万円）
事業開始年度 事 業 開 始 年 度：平成１６年度

【 】 、 、 、⑥広報計画 ターゲット 本事業は 特に当該事業に最も密接に関係する各教育委員会 専門高校
商工会議所等の関係産業団体、企業等をターゲットとして広報活動を進めていくもので
ある。また、モデル事業であるため、成果については、当該地域のみならず、全国レベ
ルで展開する必要がある。
【メッセージ】本事業の展開にあたっては、④の事業の趣旨を正しく誤解ないように理
解してもらい、支持してもらうことを目指す。
【媒体】本事業の展開にあっては、連絡協議会等を開催。なお、近日中に、本事業の宣
伝及び関係者の情報共有の場として専用のホームページを開設・運用する予定。
【タイミング】成果については、産業教育フェア（平成１８年１１月１０日～１２日）
等を活用して、当該地域以外の多くの方に周知する。

⑦事業開始時に 本事業は、専門高校等において、実践的な職業教育の充実を図る観点から平成１６年
おいて得よう 度に開始し、日本版デュアルシステムの導入に関する効果的な導入手法などを探ること
とした効果 を予定している。

⑧得られた効果 専門高校等において、日本版デュアルシステムの専門高校等への効果的な導入手法等
を探るという本事業の目的については、日本版デュアルシステムについての理解が増し
たことにより、本事業に協力する企業が増えるなど、一定の効果が得られているが、地
域ごとの受入企業の違いや地域や教科事情に応じた、さらなる多様な連携方法について
調査研究を行う必要がある。

⑨得ようとする 【得ようとする効果】 ⑩達成年度
効果及び上位 「日本版デュアルシステム」の効果的な導入手法を探り、
目標との関係 本システムの全国への理解・定着、及び専門高校等における 平成２１年度

実践的な職業教育の充実を図る。
目標値：日本版デュアルシステムを行った専門高校生の進

路未定者の割合を１０％以下にする。
【上位基本目標・達成目標との関係】

本事業の効果を上げることにより、技術・技能を持った専
門的職業人の育成が図られ、ひいては達成目標２－２－５に

「 、 」ある 将来の専門的職業人を育成し 専門高校の活性化図る
という成果に結びつくものと考えられる。

⑪必要性 昨今の高い若年失業率、増加するフリーターや無業者といった問題が生じており、こ
のような状況を放置するならば、我が国経済・社会の発展基盤の崩壊につながりかねな
いという社会事情の中、若年者雇用問題が社会における課題となっている。

、 、 、そのため 実践技術力の習得を通じた 勤労観・職業観を育成することを目的として
日本版デュアルシステムの多様な導入手法について調査研究する本事業の効果を上げる
ことにより、日本版デュアルシステムの効果的な導入方法を探り、専門高校等における
実践的な職業教育の充実に寄与すると考えられる。

また、平成１８年１月１７日の若者自立・挑戦戦略会議における「若者の自立・挑戦
のためのアクションプラン （改訂版）では 「専門高校等において、学校での教育と」 、



企業での実習を組み合わせた日本版デュアルシステムについて、その効果的な導入方法
などを探るためのモデル事業を引き続き実施し、本システムの普及・定着を図る 」こ。
とが謳われている。

「再チャレンジ可能な仕組みの構築（中間とりまとめ （平成１８年５月３０日））」
において 「・・地域の産業界との連携による実践的教育の導入を促進する」ことが謳、
われている。

さらに 「経済成長戦略大綱 （６月２２日経済財政諮問会議）においては 「・・、、 」 、
工業高校などの専門高校 ・・において、産学連携により高度な職業人材を養成するた、
めの実践的教育・訓練（企業実習、長期インターンシップ等）を促進する 、平成１。」
８年７月７日に閣議決定された「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」
（以下「骨太の方針２００６ ）においては 「産学連携による実践的教育・訓練 ・・」 、 、
・を推進する 」ことが謳われている。。

以上のことにより、日本版デュアルシステムについて、各地域の実情に応じた、本シ
ステムの導入に係る調査研究を推進していく必要がある。

⑫効率性 【事業に投入されるインプット（資源量 】）
本事業の予算規模は１３６百万円（Ｈ１８年度８１百万円）であり、各モデル地域に

委託される予定である。
【事業から得られるアウトプット（活動量 】）

本事業の実施により、専門高校等における「日本版デュアルシステム」の効果的な導
入による実践的な職業教育の推進という波及効果を考えると、本事業は効率的・効果的
に実施されると判断。

⑬想定できる代 本事業は国の委託事業により行うが、地方自治体の事業として実施することととした
替手段との比 場合には、地域の実情に応じた多様な取組を推進し、日本版デュアルシステムの導入に
較考量 係る効果的な連携手法等についての成果の共有による調査研究の推進、及び事業終了後

に成果を普及させ、今後、他の専門高校等が地域の実情に応じて、効果的に本システム
を導入するという点に関して、国の委託事業ほどの全国への成果の普及・定着が期待で
きない。以上から、本事業によって効果が効率的に得られるものと判断。

⑭ 指標・参考指 【指標】
有 標 ・日本版デュアルシステムを行った専門高校生の進路未決定者の割合

・選定校における教員・生徒の意識変化等の割合
効 【参考指標】

・高等学校卒業者の進路の推移における進路未決定者の割合
性

効果の把握の 上記の指標や、生徒の就業に対する意識の変化等については、各地域において事前・
仕方 事後比較法により把握・検証する。

この検証の基礎となるデータについては、各モデル地域におけるアンケート等により
入手する。この時、選定校における教員・生徒だけでなく、保護者や地域の企業関係者
等も対象とする。

得ようとする 本事業に先行して行われた研究開発学校における研究開発において、企業実習の教育
効果の達成見 課程への位置づけ等について、課題や成果が得られたことを考慮すると、多様な地域を
込み及びその 指定して調査研究を行うことにより、本事業の得ようとする効果は十分達成することが
判断根拠 可能であると判断。

⑮公平性、優先
性

⑯評価に用いた ・ 高等学校卒業者の進路の推移における進路未決定者の割合」については、学校基本「
データ・情報 調査を活用。
・外部評価等

⑰備 考 ・本事業は「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン」及び、政策群「若年・長期
失業者の就業拡大」に登録された事業である。

・本事業に関する閣議決定等
○経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」(平成１８年７月閣議決定）
○「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン （平成１８年１月１７日６大臣合」

意）



専門高校等における実務・教育連結型人材育成システム

（「日本版デュアルシステム」）推進事業

様々な課題や導入手法を探るために

導入のための研究開発事業の実施（３年間指定）

○連絡協議会
（推進地域への説明・連絡）

○視察・意見交換会
（推進地域の実施状況調査及び意見交換）

＜経産省、厚労省＞
・教育・雇用・産業政策の
一体的推進

連携

文部科学省 関係府省

申
請

専門高校等 実施

指定地域
（地域の実態に応じ、その特徴を生かした取組を実践）

企業

○効果的な教育界・
産業界との連携方策

○地場産業等の地域
事情に応じた導入手
法について探る

＜得られる効果＞
社会に有為な技能・技術の向上
職業観・勤労観の醸成

若年者向けの実践的な教育・職業能力開発の仕組みとして、企業での実
習と学校での講義等の教育を組合せて実施することにより若者を一人前
の職業人に育てる仕組み。

専門高校等 企業（産業界）

企業実習と教育を組み合わせた実践的な職業教育

例えば、１週間のうち、週４日学校で学
び、週１日企業で実技を磨きます。ある
いは、１～２ヶ月間企業で実習します。

「日本版デュアルシステム」とは？

＜得られる効果＞
職業観・勤労観の醸成
実践的な技術・技能の向上

「日本版デュアルシステム」推進事業の実施

運営委員会
実施形態（実施期間、受け入れ体制）

の方針について決定

指
定

支
援

１８年度予算額 ８１百万円




